
吸収合併に係る事前開示（ホームページ掲載用） 

 

令和８年７月 1 日 

公益財団法人佐賀県森林整備担い手育成基金 

 

１ 吸収合併の実施について 

  公益財団法人佐賀県森林整備担い手育成基金（以下「森林担い手基金」という。） 

 は、公益財団法人さが緑の基金（以下「緑の基金」という。）に吸収合併し、財産及び 

 事業等をすべて承継することを予定しております。 

  本合併は、両法人の事業の一体的運営、公益目的事業の強化、管理コストの縮減等に 

 取り組み、佐賀の豊かな森林・みどりを未来につないでいくことを目的としています。 

 

２ 合併の方法 

  緑の基金を合併存続法人、森林担い手基金を合併消滅法人とする吸収合併形式です。 

 

３ 合併期日（効力発生日） 

  令和８年９月１日を目指しています。 

  ※合併期日をもって、森林担い手基金の権利義務の一切を緑の基金が承継します。 

 

４ 合併契約書の要旨 

  以下は、緑の基金と森林担い手基金が締結した吸収合併契約書の要旨です。 

 

（１）合併の方法 

  緑の基金を吸収合併存続法人、森林担い手基金を吸収合併消滅法人とする吸収合併と 

 します。 

 

（２）合併期日（効力発生日）及びその後の吸収合併存続法人の名称 

  合併期日は、令和８年９月１日とします。 

  名称を「公益財団法人さが緑の基金」から「公益財団法人さがのみどり未来創造基 

 金」に変更されます。 

   

（３）法人財産の引継ぎ 

  合併期日において、森林担い手基金の一切の資産、負債及び権利義務を緑の基金に引 

 き継ぎ、緑の基金はこれを継承します。 

 

（４）基本財産及び特定資産等の取扱い 

  緑の基金及び森林担い手基金の合併期日前日までの基本財産などの取扱いは、合併後 

 の緑の基金が適用する取扱い規程に従います。 

 

 



（５）善管注意義務 

  それぞれの法人は、合併期日に至るまで、管理者として注意をもってそれぞれの業務 

 の執行や財産の管理を行います。 

 

（６）合併条件の変更等 

  合併期日に至るまで、それぞれの財産や事業運営に重大な変動が生じたときは、協議 

 の上、合併条件を変更し、契約を解除することができます。 

 

（７）その他 

  前記以外の合併に必要な事項は、両法人が協議の上、決定します。 

 

５ 吸収合併契約書の写しは、別添１のとおりです。 

 

６ 事前開示書類の備置き 

  合併契約書その他関係書類は、以下の場所で閲覧できます。 

 

  〇備置き場所 ： 公益財団法人佐賀県森林整備担い手育成基金 事務局 

  〇閲覧期間  ： 令和８年７月１日〜令和８年９月１日（合併期日）まで   

 

７ 債権者保護手続き 

  本合併に関する債権者保護手続きは、後日官報にて告示いたします。 

  官報告示日以降、法定期間内に異議を申し述べることができます。 

 

８ 所轄庁への申請等 

  本合併は、合併存続法人が所轄庁である佐賀県法務私学課に対し、公益認定等に係る 

 必要な手続を行った上で実施します。(認定が受けられない場合は、合併の効力が発生 

 しません。) 

  なお、当法人は、合併消滅法人であり、公益認定の所管庁である佐賀県法務私学課に 

 対し、公益認定等に係る必要な手続き（合併等の届出など）を進めていきます。 

 

９ お問い合わせ先 

  公益財団法人佐賀県森林整備担い手育成基金 事務局 

   住所：佐賀県佐賀市城内一丁目１番５９号（佐賀県庁林業課内） 

   電話：０９５２－２０－００８４ 

   メール：saga-ninaite@extra.ocn.ne.jp  

mailto:saga-ninaite@extra.ocn.ne.jp


 

 

吸収合併に係る事前開示書面 

 

（吸収合併消滅法人：一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 246 条第 1項 

          及び同法施行規則第 75 条に基づく書面）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年（2026 年）７月１日 

 

       公益財団法人 佐賀県森林整備担い手育成基金 

      

      



令和８年７月１日 

                  

                    （吸収合併消滅法人）  

                    佐賀県佐賀市城内一丁目１番５９号 

                         （佐賀県庁林業課内） 

                    公益財団法人 佐賀県森林整備担い手育成基金  

                    理 事 長  井 手 宣 拓  

                              

 当法人（以下「乙」といいます。）は、令和８年６月５日付で公益財団法人さが緑の基金

（以下「甲」といいます。）と締結した吸収合併契約書に基づき、令和８年９月１日を効力

発生日として、甲を吸収合併存続法人とし、乙を吸収合併消滅法人とする吸収合併を行うこ

とに伴い、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第 246 条及び一般社団法人及び一般

財団法人に関する法律施行規則第 75 条に基づき、下記のとおり開示いたします。  

記 

１ 吸収合併契約の内容  

 ・令和８年６月５日付で甲と乙が締結した吸収合併契約書は、別紙１のとおりです。  
 

２ 吸収合併存続法人についての次に掲げる事項 

（１）定款の変更 

 ・吸収合併後における存続法人のに定款（案）は、別紙２のとおりです。 

（２）最終事業年度に係る計算書類等の内容  

 ・別紙３の令和７年度決算書のとおりです。  

（３）最終事業年度の末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の法人財産の状 

  況に重要な影響を与える事象  

 ・これまでに該当事項はありません。  
  

３ 当法人についての次に掲げる事項  

  最終事業年度末日後に重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の法人財産の状況 

 に重要な影響を与える事象  

 ・これまでに該当事項はありませんが、令和８年度においても事業遂行のため、基本財産 

  の一部処分を予定しています。  
  

４ 合併後における吸収合併存続法人の債務の履行の見込みに関する事項  

  合併後の存続法人の資産の額は、負債の額と収支相償（収支均衡）を確保することが見 

 込まれます。 

  また、合併後の存続法人の収益状況について、存続法人の債務の履行に支障を及ぼすよ 

 うな事態は、現在のところ予測されていません。従いまして、合併後における存続法人の 

 債務の履行の見込みはあると判断しています。  
  

５ 事前開示開始以降、合併の効力を生ずる日までの間に、上記事項に変更が生じたとき  

 ・変更が生じた場合は、ただちに開示いたします。           

                                  （以上です） 



別紙１
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公益財団法人さがのみどり未来創造基金定款 案 

（公益財団法人さが緑の基金定款 変更） 

 

  第１章 総則 

（名称） 

第１条この法人は、公益財団法人さがのみどり未来創造基金と称する。 

 

（事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を佐賀県佐賀市に置く。 

 

  第２章 目的及び事業 

（目的） 

第３条 この法人は、佐賀県内における山の緑、農山漁村及び街の緑と調和のとれた緑化を推進す

るとともに、森林整備に従事する者（以下「森林整備担い手」という。）の労働安全衛生の充実、

技術・技能の向上、福利厚生の充実等を推進し、もって緑化及び森林整備に対する県民の理解と

協働を促進し、潤いと活力のある美しい郷土づくりと適正な森林の維持管理を確保することによ

り、県土の保全や水源の涵養、地球環境の保全等、緑と森林の有する多面的機能の維持・増進、

さらには地域社会の発展に寄与することを目的とする。 

 

（事業） 

第４条この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）緑の普及啓発及び森林整備担い手の育成確保についての普及啓発に関する事業 

（２）緑の募金（緑の募金による森林整備等の推進に関する法律（平成７年法律第88号）第２条第

２項の緑の募金をいう。以下同じ。）の推進及び緑の募金による寄附金の管理に関する事業 

（３）緑の募金による森林の整備、緑化の推進及び森林整備を行う者又は緑化の推進に係る国際協

力（以下「森林整備等」という。）を行う者等に対する交付金の交付並びに森林整備等の実施及

び次に掲げる調査研究に関する事業 

   ア 森林整備等に関する調査・研究 

イ 担い手の育成確保に関する調査・研究 

（４）緑の募金の寄附金による森林整備等に関する情報又は資料の収集及び提供に関する事業 

（５）緑の募金以外の緑化運動の推進及び森林づくりの推進事業 

（６）森林整備担い手の労働安全衛生対策の推進に関する事業 

（７）森林整備担い手の技術・技能の向上に関する事業  

（８）森林整備担い手の福利厚生の充実に関する事業  

（９）森林整備担い手の後継者育成に関する事業  

（10）林業労働力確保の促進に関する事業  

（11）その他この法人の目的を達成するため必要な事業 

 

  第３章 資産及び会計 

（財産の種別） 

第５条 この法人の財産は、基本財産、特定資産及びその他の財産に区分する。 

２ 基本財産は、この法人の目的である事業を行うために不可欠な財産として評議員会で決議した

財産をもって構成する。 

３ 吸収合併により承継した公益財団法人佐賀県森林整備担い手育成基金「（以下「森林整備担い手 

 基金）という。」の基本財産については、基本財産の一部として区分して管理する。 

別紙２
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４ 特定資産は、緑の募金による寄附金及びその他寄附者等から公益目的事業を行うために不可欠 

 な特定の財産とする旨の指定を受けた財産とする。 

５ その他の財産は、基本財産及び特定資産以外とする。 

 

（基本財産の管理） 

第６条 この法人は、基本財産について、この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意を

もって管理しなければならない。 

２ この法人の財産は、理事長が管理する。 

 

（基本財産の処分等） 

第７条 基本財産は、公益目的事業の継続的な実施のために保有するものであり、原則としてこれ

を処分、除外又は担保に供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、公益目的事業の遂行上やむを得ない理由がある場合には、基本財産

の一部を処分しようとするとき及び基本財産から除外しようとするとき又は担保に供しようとす

るときは、あらかじめ理事会の決議を経て評議員会の承認を得なければならない。 

３ 緑の募金事業及び森林整備担い手育成基金事業に係る経理は、他の経理と区分して行うものと 

 する。 

４ 財産の必要な事項は、理事会において別に定める。 

 

（事業年度） 

第８条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第９条 この法人の事業計画書、収支予算書その他法令で定める書類(以下「事業計画書等」という。)

については、毎事業年度開始の日の前日までに、理事長が作成し、理事会の承認を受けなければ

ならない。これを変更する場合も同様とする。ただし、緑の募金に係る部分については、理事会

の承認前に緑の募金運営協議会の意見を聞かなければならない。 

２ 前項の事業計画書等については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、 

 一般の閲覧に供するものとする。 

３ 第１項の事業計画書等については、毎事業年度の開始の日の前日までに行政庁に提出しなけれ 

 ばならない。 

 

（事業報告及び計算書類） 

第１０条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書類を作成

し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）損益計算書 

（５）貸借対照表及び損益計算書の附属明細書 

（６）財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号及び第６号の書類については、定時

評議員会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類については、承認

を受けなければならない。 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供するととも
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に、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

（１）監査報告 

（２）理事及び監事並びに評議員の名簿 

（３）理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（４）運営組織及び事業活動に関する重要な事項について記載した書類その他法令で定める書類 

４ 第１項の書類については、毎事業年度の終了後３箇月以内に行政庁に提出しなければならない。  

 

（第１１条 削除） 

 

  第４章 評議員 

（評議員） 

第１２条 この法人に評議員８名以上１４名以内を置く。 

 

（評議員の選任及び解任） 

第１３条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成18年法律 

 第 48号。以下「法人法」という。）第179条から第195条までの規定に従い、評議員会において 

 行う。 

２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 

（１）各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の３分の1を超 

  えないものであること。 

イ 当該評議員及びその配偶者又は３親等内の親族 

ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

ハ 当該評議員の使用人 

ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他の財産によって生

計を維持しているもの 

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

ヘ ロからニまでに掲げるものの３親等内の親族であって、これらのものと生計を一にするもの 

（２）他の同一団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計数が、評議員の総

数の３分の１を超えないものであること。 

イ 理事 

ロ 使用人 

ハ 当該他の同一団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるもの

にあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員である者 

ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会に議員を除く。）である

者 

① 国の機関 

② 地方公共団体 

③ 独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)第２条第１項に規定する独立行政法人 

④ 国立大学法人法(平成15年法律第112号)第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第

３項に規定する大学共同利用機関法人 

⑤ 地方独立行政法人法(平成15年法律第118号)第２条第１項に規定する地方独立行政法人 

⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総務省設

置法(平成11年法律第91号)第４条第１項第８号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認

可法人（特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人を

いう。） 
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３ 評議員は、この法人の役員または職員を兼ねることができない。 

 

（評議員の任期） 

第１４条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに係る定時評議  

 員会の終結の時までとする。 

２ 任期満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議員の任期

の満了する時までとする。 

３ 評議員は、第12条に定める定数に足りなくなるときは、任期満了又は辞任により退任した後も、

新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

４ 補欠として選任された評議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 評議員は、任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行う。 

 

（評議員に対する報酬等） 

第１５条 評議員に対して、各年度の総額が140,000円を超えない範囲で、評議員会において別に  

 定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬として支給することができる。 

２ 評議員には、その職務を行うために要する費用を弁償することができる。 

 

  第５章 評議員会 

（構成） 

第１６条 評議員会は、全ての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第１７条 評議員会は、次の事項について決議する。 

（１）理事及び監事の選任又は及び解任 

（２）理事及び監事の報酬等の額 

（３）評議員に対する報酬等の支給の基準 

（４）貸借対照表及び損益計算書並びにこれらの附属明細書及び財産目録の承認 

（５）定款の変更 

（６）残余財産の処分 

（７）基本財産の処分及び除外又は担保の承認 

（８）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

 

（種類及び開催） 

第１８条 評議員会は、定時評議員会及び臨時評議員会の２種類とする。 

２ 定時評議員会は、毎年１回事業年度終了後３箇月以内に開催する。 

３ 臨時評議員会は、必要がある場合に開催する。 

 

（招集） 

第１９条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事長が招集 

 する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的で事項及び招集の理由を示して、評議員会の招集を 

 請求することができる。 

 

（招集の通知） 

第２０条 理事長は、評議員に対して、評議員会の開催日の１週間前までに、会議の日時、場所及 
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 び目的である事項を記載した書面をもって通知を発しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、評議員全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく、評議 

 員会を開催することができる。 

 

（議長） 

第２１条 評議員会の議長は、その評議員会において出席した評議員の互選により定める。 

 

（決議） 

第２２条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半数 

 が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評 

 議員の３分の２以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

（１）監事の解任 

（２）評議員に対する報酬等の支給の基準 

（３）定款の変更 

（４）基本財産の処分及び除外又は担保の承認 

（５）その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、候補者ごとに第１項の決議を行わなけれ 

 ばならない。この場合において、理事又は監事の候補者の合計数が第26条に定める定数を上回る 

 場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選 

 任することとする。 

 

（決議の省略） 

第２３条 理事が、評議員会の決議の目的である事項について提案した場合において、その提案に 

 ついて、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の全員が書面又は電磁的記録 

 により同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の評議員会の決議があったものと見 

 なす。 

 

（報告の省略） 

第２４条 理事が、評議員の全員に対して評議員会に報告すべき事項を通知した場合において、そ 

 の事項を評議員会に報告することを要しないことについて、評議員の全員が書面又は電磁的記録 

 により同意の意思表示をしたときは、その事項の評議員会への報告があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第２５条 評議員会の議事については、法令の定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 議長及び出席した評議員のうちから選出された議事録署名人２名は、前項の議事録に記名押印 

 する。 

 

  第６章 役員 

（役員の種類及び定数） 

第２６条 この法人に、次の役員を置く。 

（１）理事 ６名以上１４名以内 

（２）監事 ２名以内 

２ 理事のうち１人を理事長とし、１人を常務理事とすることができる。 

３ 理事長をもって法人法上の代表理事とし、常務理事をもって法人法第197条において準用する 
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 法人法第91条第１項第２号の業務執行理事とする。 

 

（役員の選任） 

第２７条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長及び常務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

３ 監事は、この法人の理事を兼ねることができない。 

４ 理事を選任する場合には、第１３条第２項の規定中、評議員を理事に読み替えて適用する。監 

 事についても、同様とする。 

５ 理事のうち少なくとも一人以上が、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 

 （平成18年法律第49号。以下「公益認定法」という。）第5条第15号に掲げる「外部理事」 

 でなければならない。 

  また、監事のうち少なくとも一人以上が、公益認定法第5条第16に掲げる「外部監事」 

 でなければならない。（追加提案） 

  

（理事の職務及び権限） 

第２８条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款の定めるところにより職務を執行する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款の定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執行し、

常務理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を分担執行する。 

３ 理事長及び常務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で２回以上、自己の職務の執行の状

況を理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第２９条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令の定めるところにより、監査報告を作成する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財産の状況

を調査することができる。 

 

（役員の任期） 

第３０条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに係る定時評議員 

 会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議員会の

終結の時までとし、再任を妨げない。 

３ 任期満了前に退任した理事又は監事の補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の 

 任期の満了する時までとする。 

４ 理事又は監事は、第26条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任 

 した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を有する。 

 

（役員の解任） 

第３１条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって、解任する 

 ことができる。 

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

（２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないと認められるとき。 

 

（報酬等） 

第３２条 理事及び監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議員会におい

て別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬として支給することができる。 
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２ 理事及び監事には、その職務を行うために要する費用を弁償することができる。 

 

（責任の免除） 

第３３条 この法人は、法人法第198条において準用される法人法第111条第１項に規定する理事又 

 は監事の賠償責任について、法人法第198条において準用される法人法第114 条に定める要件に 

 該当するときは、理事会の決議によって、賠償の責任を負う額から法人法第198条において準用 

 される法人法第113条第２号に掲げる額を控除して得た額を限度として、免除することができる。 

 

  第７章 理事会 

（構成） 

第３４条 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第３５条 理事会は、次の職務を行う。 

（１）この法人の業務執行の決定 

（２）理事の職務の執行の監督 

（３）理事長及び常務理事の選定及び解職  

 

（種類及び開催） 

第３６条 理事会は、通常理事会及び臨時理事会の２種類とする。 

２ 通常理事会は、毎事業年度２回以上開催する。 

３ 臨時理事会は、次の各号のいずれかに該当する場合に開催する。 

（１）理事長が必要と認めたとき。 

（２）理事長以外の理事から理事長に対し、理事会の目的である事項を記載した書面をもって理事

会招集の請求があったとき。 

（３）前号の規定による請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日

を理事会とする招集通知が発せられない場合に、その請求をした理事が招集したとき。 

（４）法人法第197条において準用される法人法第101条第２項及び第３項に基づき、監事が招集

の請求又は招集したとき。 

 

（招集） 

第３７条 理事会は、法令又はこの定款に別段の定めがある場合を除き、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

３ 理事会を招集する者は、各理事及び監事に対して会議の日時、場所、目的たる事項を記載した

書面をもって、開催日の１週間前までに通知しなければならない。 

４ 前項の規定にかかわらず、理事及び監事全員の同意があるときは、招集の手続きを経ることな

く理事会を開催することができる。 

 

（議長） 

第３８条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、理事が議長に当たる。 

 

（決議） 

第３９条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席

し、その過半数をもって行う。 
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２ 前項の規定にかかわらず、法人法第197条において準用する法人法第96条に規定する要件に該

当するときは、理事会の決議があったものとみなす。 

 

（報告の省略） 

第４０条 理事又は監事が、理事及び監事全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知したときは、

その事項を理事会に報告することを要しない。 

２ 前項の規定は、第28条第３項の規定による報告には適用しない。 

 

（議事録）  

第４１条 理事会の議事については、法令の定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 出席した理事長及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

 

第８章 緑の募金運営協議会 

（運営協議会の設置） 

第４２条 この法人に、運営協議会を置く。 

２ 運営協議会は、次に掲げる事項を行う。 

（１）緑の募金の募金活動計画の審議 

（２）緑の募金による事業計画の審議 

（３）緑の募金の推進についての提案    

 

（組織） 

第４３条 運営協議会は、委員12人以内で組織する。 

２ 委員は、県、市町村及び農林、経済関係等の団体を代表する者、森林づくり等に関する学識経 

 験を有する者等のうちから、佐賀県知事の認可を受けて、理事長が任命し、又は解職し、その任 

 期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

３ 欠員又は増員により就任した委員の任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

 

（運営協議会委員長） 

第４４条 運営協議会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 運営協議会委員長は、運営協議会の会務を総括する。 

３ 運営協議会の委員長は、運営協議会委員がこれにあたる。 

４ 運営協議会委員長に事故があるときは、委員のうちから運営協議会委員長があらかじめ指名し 

 た委員がその職務を行う。 

 

（委任） 

第４５条 この章に規定するもののほか、運営協議会の運営について必要な事項は、理事長が、理 

 事会の決議を経て、別に定める。 

 

第９章 定款の変更及び解散 

（定款の変更） 

第４６条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 

２ 前項の規定は、この定款の第３条及び第４条及び第13条についても適用する。 

 

（解散） 

第４７条 この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の不能その他その
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法令で定められた事由によって解散する。    

 

（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第４８条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により消滅する場合（その権 

 利義務を継承する法人が公益法人であるときを除く。）には、評議員会の決議を経て、公益目的取 

 得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取消しの日又は当該合併の日から１箇月以内 

 に、公益認定法第５条第20号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

（残余財産の帰属） 

第４９条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、公益認 

 定法第５条第20号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

 

  第１０章 事務局 

（事務局） 

第５０条 この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 

３ 事務局長は、理事長が理事会の承認を得て任免する。 

４ 前項以外の職員は理事長が任免する。 

５ 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事長が別に定める。 

 

  第１１章 公告の方法 

（公告の方法） 

第５１条 この法人の公告は、主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法による。 

 

第１２章 情報公開等 

第５２条 この法人は、公益目的事業の質の向上を図るため、運営体制の充実を図るとともに、財 

 務に関する情報の開示その他の運営における透明性の向上を図るものとする。 

 

 

第１３章 補則 

（委任） 

第５３条 この定款に定めるもののほか、この法人の運営に関する必要な事項は、理事会の決議を

経て、理事長が別に定める。 

 

附 則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人の認定等に関する 

 法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号。以下「整備法」とい 

 う。）第106条第１項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

２ 整備法第106条第１項に定める特例民法法人の解散の登記と、公益法人の設立の登記を行った 

 ときは、第８条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記 

 の日を事業年度の開始日とする。 

３ この法人最初の理事長（代表理事）は井山聡とする。 

４ この法人最初の常務理事（業務執行理事）は鶴田輝昭とする。 

５ この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。 
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井田出海、篠塚周城、中尾清一郎、泉俊彦、飯盛康登、内田健、片渕弘晃、岸本剛、三苫紀美子、

亀川智枝、荒牧軍治 

６ この法人の最初の理事は、次に掲げる者とする。 

横尾俊彦、岩島正昭、福島光洋、富安正彦、西村好江、川原嘉信、小原晴義、石川和則 

７ この法人の最初の監事は、次に掲げる者とする。 

 久保和男、古園裕久 

 

附 則 

１ この定款の変更は、公益財団法人さが緑の基金を吸収合併法人とし、公益財団法人佐賀県森林 

 整備担い手育成基金を吸収合併消滅法人として、令和８年６月５日付で締結した吸収合併契約に 

 基づく合併の効力発生（令和８年９月１日）によって施行する。 

２ 吸収合併の効力発生以降における両法人の各種規程等については、合併存続法人が承継するも 

 のとし、規程等の名称等にある法人名は「公益財団法人さがのみどり未来創造基金」に改正し、 

 施行する。 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

令和７年度 決算書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 令和７年４月 １日 

至 令和８年３月３１日 

 

公益財団法人さが緑の基金 
 

別紙３























 

 

 

 

 

 

 

令和７年度事業報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

自 令和７年４月 １日 

至 令和８年３月３１日 

 

公益財団法人さが緑の基金 

 

 

 



 

 

令和７年度 事業報告 

                              令和７年４月 １日から 
                              令和８年３月３１日まで 

Ⅰ 基本方針 

 森林・緑の持つ多様な機能を持続的に発揮させるために、県内においても県民やボランテ

ィア団体、事業者などの民間団体等を中心に緑化活動や森林づくりなどの自発的な活動への

関心が高まっている。 

 このため、令和７年度事業においては、県民の緑化活動への理解を深めるため、イベント

パンフレット、ラジオ、新聞による普及啓発に努めた。 

 また、県をはじめとする関係機関や団体と連携をとりながら森林ボランティア活動を支援

し、県民協働のもとに広葉樹を中心とする里山などの森林づくりや、平坦地の緑化を推進し

た。 

  緑の募金運動の展開に当たっては市町緑化推進協議会と連携を図り、県民をはじめ森林ボ

ランティア団体、緑の少年団等広範な県民の協力を得ながら多様な募金活動を展開した。 

    

 

Ⅱ 会議等 

１ 理事会 

（１）第１回通常理事会 

令和７年５月１５日（木）佐賀県農林水産部内会議室において開催し、下記議案について

審議の結果、原案のとおり承認された。 

［議題］ 

  ①令和６年度事業報告、貸借対照表、正味財産増減計算書及び財産目録（これらの関連   

   附属書類を含む）について 

  ②令和７年度定時評議員会招集及び提出議題について 

  ③緑の募金運営協議会委員の選任について 

［報告事項］ 

①役員の職務の執行状況について 

②基本財産の運用状況について 

③理事の選任について 

 

（２）第２回通常理事会 

令和８年２月５日（木）佐賀県農林水産部内会議室において開催し、下記議案について審

議の結果、原案のとおり承認された。 

［議題］ 

  ①公益財団法人さが緑の基金と公益財団法人佐賀県森林整備担い手育成基金の合併方針 

   の承認について 

  ②令和８年度事業計画及び収支予算（案）について 

  ③緑の募金運営協議会委員の改選について 

［報告事項］ 

  ①役員の職務執行状況について 



 

 

（３）臨時理事会 

令和８年３月１８日（水）佐賀県農林水産部内会議室において開催し、下記議案について

審議の結果、原案のとおり承認された。 

［議題］ 

  ①公益財団法人さが緑の基金と公益財団法人佐賀県森林整備担い手育成基金の合併協議 

   に係る覚書について 

  ②令和８年度臨時評議員会の招集及び提出議題について 

  

（４）臨時理事会（書面による決議） 

  通常理事会及び臨時理事会の他、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１９７

条において準用する同法第９６条及び定款第３９条第２項の規定に基づく書面決議により、

次のとおり各議題について、理事全員の同意及び監事全員の確認を得て承認された。 

  ①令和７年９月１９日（木） 

［議題］ 

   ・評議員会の招集及び決議事項（理事１名の選任）に関する件 

・運営協議会委員３名の選任に関する件 

  ②令和７年１２月５日（金） 

［議題］ 

・評議員会の招集及び決議事項（評議員１名の選任、理事１名の選任）に関する件 

・運営協議会委員２名の選任に関する件 

   

２ 評議員会 

（１）定時評議員会 

令和７年６月４日（水）佐賀県農林水産部内会議室において開催し、下記議案につい 

て審議の結果、原案のとおり承認された。 

［議題］ 

  ①理事の選任について 

  ②令和６年度貸借対照表、正味財産増減計算書及び財産目録（これらの関連附属書類 

を含む）について 

 ［報告事項］ 

  ①令和６年度事業報告について 

  ②令和７年度事業計画及び収支予算について 

 

（２）臨時評議員会（書面による決議） 

  一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第１９４条及び定款第２３条の規定に基づ

く書面決議、報告により次のとおり評議員全員の同意を得て承認された。 

［議題］ 

  ①令和７年１０月７日（火） 

・理事１名の選任に関する件 

 ［議題］ 

  ②令和７年１２月１２日（金） 

・評議員１名の選任に関する件 

・理事１名の選任に関する件 

 

 

 



 

 

３ 緑の募金運営協議会 

（１）第１回運営協議会 

令和７年７月２５日（金）佐賀県農林水産部内会議室において開催し、下記議案につい

て審議の結果、原案のとおり承認された。 

 ［報告事項］ 

  ①令和６年度緑の募金事業報告及び収支決算について 

  ②令和６年度緑の基金助成事業実地検査の結果について 

［審査案件］ 

  ○令和７年度緑の基金助成事業について 

 

（２）第２回運営協議会 

  令和８年１月２０日（火）佐賀県農林水産部内会議室において開催し、下記議案につい

て審議の結果、原案のとおり承認された。 

［議題］ 

 ○令和８年度緑の募金事業計画及び収支予算について 

 

 

Ⅲ 公益事業１（一般事業）【決算額 6,810 千円】 

 一般事業では、基本財産の運用収入、(公社)国土緑化推進機構等の助成金及び受取寄附

金（緑化普及積立資産）等を財源として、以下の主要な事業を実施した。 

    

１ 緑の普及啓発事業［決算額 1,720 千円 ］ 

（１）普及啓発（決算額 321 千円） 

① 県民の緑化意識の高揚と県民参加の緑化運動を推進するため、ラジオ、新聞による

情報発信を行った。緑あふれた地域づくりの気運の醸成を図るため、苗木などの普及

資材を配布するとともに、緑化関係行事等に参加した。 

② 森林・緑に対する理解を深めるとともに緑化意識の高揚を図るため、学校関係者及

び市町教育委員会などの協力を得て、（公社）国土緑化推進機構と連携し小・中学校、

高等学校の児童、生徒や一般県民を対象に標語の募集を行い優秀者には知事賞を授与

するとともに、当法人のホームページへの掲載を行い意識の高揚に努めた。 

  また、優秀作品１０点を国土緑化運動の審査会に推薦した。 

 

   ［参加した主な緑化関係行事］ 

行 事 名 実施年月日 開催場所 

第７５回全国植樹祭 令和７年 ５月２５日 埼玉県 

全国緑の少年団活動発表大会 令和７年１０月 ４日 宮城県 

第４８回全国育樹祭 令和７年１０月 ５日 宮城県 

 

（２）新１年生記念樹配布（決算額 97 千円） 

新しく新１年生として入学する子供たちに、緑を育み大切にする心を育てるため、 

市町教育委員会と連携し、県下の小学校や県立ろう学校等のうち希望する学校１２校に 

９種１４本の記念樹を配布した。 

 

 （注）各事業の決算額は、千円未満を四捨五入して表示しているため、合計額は一致しない場合がある。 



 

 

（３）森川海人プロジェクト関連イベント（決算額 1,302 千円） 

森林・緑は、県民共通の財産として社会全体で守り育て、未来に引き継いでいくとい

う意識を醸成し、県民協働による豊かな広葉樹の森林づくりを進めるため、嘉瀬川河川

敷において佐賀県主催で開催された「ＳＡＧＡ伐木チャンピオンシップ 2025」と同時・

隣接会場で、佐賀県との共催により「第２回さがの木になるフェス」を令和７年１１月

２２日(土）に開催した。伐木チャンピオンシップとの相乗効果により、参加者は約

2,000 人で、多くの子どもたちで訪れ賑わいをみせ、木とのふれあいを通じ森林・緑の

大切さを学ぶ機会となり、緑化推進につながった。 

  ○主なワークショップ等 

   ・木育コーナー：木工教室、木のジャングルジム、カンナ削り、竹細工など 

   ・イベント：チェーンソーアート、木になるクイズラリーなど 

 

２ 提案公募型緑づくり活動支援事業［決算額 877 千円］ 

ＣＳＯ等から企画提案された、森林の手入れや森林環境学習会の開催など、魅力ある取

組を行う２団体の事業を採択支援することにより緑化の推進を図った。 

 ・荒廃した竹林や人工林（ヒノキ林）の再生活動を行う鳥栖市の団体 

  ・県内の小学校を対象とした森のクラフト体験やデジタル樹木図鑑の制作等を行う佐賀 

   市の団体 

 

３ 緑と水の森林基金助成事業［決算額 648 千円 ］ 

 ○緑の少年団活動発表大会及び体験学習等         

緑の少年団の自主性・協調性を養うとともに、自然や緑の大切さを理解し、環境美化

や緑化活動に積極的に参加する心を培うため、県立北山少年自然の家において、緑の少

年団活動発表大会及び体験学習等を開催した。 

 

  緑の少年団活動発表大会及び体験学習 

 日 時 令和７年１１月２９日（土） 

 会 場 県立北山少年自然の家 

 参加者 緑の少年団、指導者等１００名 

 行 事 活動発表大会(地区代表４団)：最優秀賞１団、優秀賞１団、特別賞１団 

       体験活動：樹木の間伐体験、工作素材づくり 

 

 

４ 事業推進事務費等［決算額 3,564 千円］ 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）各事業の決算額は、千円未満を四捨五入して表示しているため、合計額は一致しない場合がある。 



 

 

 Ⅳ 公益事業２（緑の募金事業）【決算額 46,901 千円】 

 

県民総参加による「緑の募金」運動を展開し、市町緑化推進協議会、ボランティア団体、

緑の少年団等の協力により家庭募金、企業募金、学校募金、街頭募金を実施した。 

募金目標額は４９,０００,０００円に対し、企業募金や職場募金などで目標額を上回っ

たことから目標を達成することができた。 

○募金実績額：４９，９６８，７８０円 

○運 動 期 間         春：令和７年３月１日～ ５月３１日  

         秋：令和７年９月１日～１０月３１日 

 

１ 緑の少年団等育成事業［決算額 3,483 千円］ 

（１）活動・交流支援（決算額 3,312 千円） 

緑を守り育てる心を養うことを目的に、年間を通じて様々な緑化活動を行っている緑

の少年団に対し、日常の活動費への助成を行った。 

また、県内の１２地区に出向き、緑の少年団を対象として、地域の特性を生かした多

様な緑化活動を行った。  

  ○開 催 日：令和７年７月～令和７年１２月 

  ○開催回数：１２回 

  ○開催場所：県内小学校等１２カ所 

  ○参加団数：１３団 

  ○参加者数：２６６人 

 

（２）佐賀県緑の少年団連絡協議会助成（決算額 171 千円） 

県内の緑の少年団育成・交流事業等に要する経費に対し助成することにより、県内の

緑の少年団の健全な育成、強化及び指導者の育成を図った。 

 

２ 緑化ボランティアの育成事業［決算額 421 千円］ 

（１）森林づくりボランティア団体等育成活動支援（決算額 100 千円） 

① 県内で様々な森林づくり活動を実施している「森林づくりボランティア」は、現在

１８団体の登録があり、このうち申請のあった２団体の活動に要する経費に助成した。 

② 森林ボランティア団体の育成、活動を広げるための森林ボランティアリーダー育成

研修については、実施を検討したが、講師の確保や日程調整、会場確保が難しく休止

した。 

 

（２）親林交流指導員の派遣（決算額 321 千円） 

学校や公民館等で開催される環境教育、自然観察会など要請のあった学校、地域の団

体等延べ３０団体の派遣要請に対し、基金に登録している親林交流指導員延べ３６名を

派遣・斡旋し緑化の普及を図った。 

このうち、延べ２５団体について、講師謝金等を基金が負担した。 

対象団体:小･中学校、放課後児童クラブ、公民館など      

対 象 者:幼稚園児・小中学生・保護者、一般県民など 延べ９８７名 

  

 

 

 （注）各事業の決算額は、千円未満を四捨五入して表示しているため、合計額は一致しない場合がある。 



 

 

３ こだまの森林・緑づくり事業［決算額 5,969 千円］ 

（１）緑の県土づくり活動支援（決算額 4,267 千円） 

 ① 地域のボランティアを中心に、広く参加者を募るなどして行う「シンボルの森、水 

  源の森、海の森」などの森林づくり（植栽、下草刈り、枝打ち等）を行った団体、ま  

  た平坦地、里山などにおける緑づくり（植栽、下草刈り等）を行い地域の環境整備を 

  行った団体に対し助成することにより緑化の促進を図った。 

 ② 県各地域で活動している「緑化･美化ボランティア」の登録団体（１０７団体）の 

  うち申請のあった１１団体に対し、苗木等の資材購入費を助成することにより緑化 

  の促進を図った。〈1 団体 20 千円以内〉 

 

（２）民間団体等の緑化支援（決算額 1,502 千円） 

地域住民の交流促進を図るため、唐津市見帰りの滝周辺にサクラ（川津桜）３５本   

  を植樹した一般社団法佐賀県造園建設業協会の取組に助成することにより緑化の促進を 

  図った。 

 

（３）国際緑化支援（決算額 200 千円） 

オイスカ佐賀県推進協議会がマレーシア・サバ州で行った植樹活動（松等 210 本）に

対し、助成を行うことにより国際緑化の促進を図った。 

 

４ 市町緑化の推進事業［決算額 20,024 千円］ 

① 市町推進協議会がイベント等を通じて行った募金活動や植樹祭、各種行事での苗木等

の配布などの普及啓発事業に助成を行うことにより緑化の促進を図った。 

② 県内１６市町の市町推進協議会や自治会等が行った地域の公園、街路、学校、公民館、

社会福祉施設等公共的施設などの地域の緑化に対し助成することにより緑化の促進を図

った。 

 

５ 募金活動の推進事業［決算額 7,221 千円］ 

緑の募金の周知徹底を図るため、新聞広告やラジオによる広報活動を行うとともに、ポ

スター、チラシの作成・配布、ラッピングバス等による普及啓発活動を行った。 

また、官庁、企業等で職場募金として行う募金活動に必要な資材を購入し、募金の拡大

に努めた。 

 

６ 国土緑化推進機構交付金［決算額 662 千円］ 

全国的な見地から行う森林の整備、緑化の推進及びこれらに係る国際協力並びに東日本

大震災等の自然災害被災地の復旧支援のため、(公社)国土緑化推進機構に対し、募金額に

応じて交付した。 
 
〇交付金=定額割額(100 千円)+定率割額(当該年(暦年)の募金実績(千円)×２%) 

７ 事業推進事務費［決算額 9,121 千円］ 

 

Ⅴ 管理費（法人会計）【決算額 3,833 千円】 

１ 人件費    事務局長及び事務局員の給料等    （事業推進事務費分を除く） 

２ その他管理費 公認会計士確認料、会計ソフト保守料等（      〃     ） 

（注）各事業の決算額は、千円未満を四捨五入して表示しているため、合計額は一致しない場合がある。 




